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平成３１年度 事業計画 

平成３１年度事業計画書 

＜企業活力を巡る内外の状況と課題＞ 

足元の我が国経済は、アベノミクスの順調な進展の中で、企業収益、雇用・所

得環境の改善、インバウンド消費の拡大もあり、緩やかに回復している。 

３１年度についても、雇用・所得環境の改善が続く中で、各種政策の効果もあ

って緩やかな回復が続くことが期待されているものの、米中貿易摩擦が世界経

済に与える影響や海外経済の不確実性、金融資本市場の変動等が我が国の景気

を下押しするリスクも抱えている。 

一方、中長期的にみると、少子高齢化の進行、新興国経済の急速な台頭などに

よる国際競争の激化、エネルギー制約、さらには地政学的リスクの高まり、財政

赤字の累増など、我が国経済は引き続き大きな課題に直面している。 

＜当研究所の３１年度重点事業＞ 

このような企業の経営戦略と政府の経済産業政策をめぐる状況と課題を踏ま

え、３１年度において、当研究所は以下の事業を重点的に推進することとする。 

（１）施策普及・相互啓発事業

我が国経済社会を取り巻く環境変化及び企業の経営戦略ならびに経済産業

政策に関する課題や対応のあり方等について、政府及び民間企業・関係団体と

の間で率直な意見交換を行い、認識の共有を図ることにより、政府及び民間団

体・関係団体相互の啓発を図る。 

また、政府が進める施策の理解の増進を図るとともに、施策に対する企業側

からの意見及び課題の提起等を通じて、適切な経営戦略及び経済産業政策の実

現に寄与する。 

（２）調査研究・政策提言事業

経済政策、産業政策の検討の初期段階において、政府の実務的政策責任者と

政策の利用者である民間企業の関係者との間の忌憚のない意見交換を実施し、

当該政策の実務的課題の抽出、妥当性、実効性等の検討を行うことにより、 
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